
 資料１７ 

各省各庁等における支給制限・返納等の件数 

 

平成19年11月１９日現在

懲戒免職 失職

平成１４年 134 14 4

平成１５年 146 11 7

平成１６年 143 9 3

平成１７年 168 16 1

平成１８年 155 18 4

平成１９年 144 12 1

計 890 80 20

注３）返納は、法第１２条の３による件数

注４）失職は、禁錮以上の刑に処せられたこと等に該当する場合

①　支給制限・返納事案件数（平成１４年～）
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支給制限

148
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返納

注２）支給制限は、法第８条第１項第１号から第３号の合計件数であり、このうち
　第１号は懲戒免職によるもの、第２号は失職によるもの

注１）対象は、国家公務員退職手当法の適用者（ただし、郵政事業庁、日本郵政
　公社は除く）

 
 

平成19年11月21日現在

差止め取消
（支給）

禁錮刑以上確定
（不支給）

捜査中・
上告中

平成１２年 1 0 1 0

平成１３年 5 2 3 0

平成１４年 3 3 0 0

平成１５年 3 2 0 1

平成１６年 4 4 0 0

平成１７年 3 3 0 0

平成１８年 5 4 1 0

平成１９年 6 4 0 2

計 30 22 5 3 24

注１）対象は、国家公務員退職手当法の適用者

起訴による
不支給

注２）一時差止めは、法第１２条の２に基づくものであり、平成９年に制度化されたが
　平成９年から11年は実績なし
注３）起訴による不支給は、法第１２条による件数であり、平成１３年以前は資料なし。
　18年は集計中

　　②　一時差止め件数（平成９年制度化以降）
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